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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経

営指標等の推移については、記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益について、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性がないため、記載

を省略しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

５ 従業員数欄の(外書)は、パートタイマーの人数で、月間所定労働時間を基準に算出した半期(年間)平均雇用

人員であります。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 50,532 56,021 61,950 106,851 117,731

経常利益 (百万円) 2,403 3,297 4,242 6,024 7,350

中間(当期)純利益 (百万円) 1,289 1,868 2,417 3,324 4,226

持分法を適用した場合の 
投資利益

(百万円) ― ― ― ― ―

資本金 (百万円) 5,022 5,022 5,022 5,022 5,022

発行済株式総数 (株) 33,004,372 33,004,372 33,004,372 33,004,372 33,004,372

純資産額 (百万円) 54,458 57,718 61,513 56,240 59,798

総資産額 (百万円) 68,373 73,076 77,436 71,139 76,758

１株当たり純資産額 (円) 1,650.40 1,749.34 1,864.63 1,703.37 1,811.16

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 39.08 56.64 73.28 99.63 126.77

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)
純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間)
配当額

(円) 10.00 10.00 18.50 20.0 32.0

自己資本比率 (％) 79.6 79.0 79.4 79.1 77.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 160 6,538 2,978 5,572 9,937

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △462 △ 3,525 △ 3,218 △2,123 △5,012

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △331 △ 332 △ 731 △663 △665

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(百万円) 11,151 17,252 17,858 14,570 18,830

従業員数 (名)
1,057 
(281)

1,100
(357)

1,092
(399)

1,127 
(335)

1,119
(366)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、パートタイマーの人数で、月間所定労働時間を基準に算出した半期平均雇用人員で

あります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社では労働組合は結成されておりませんが、労使関係については円満に運営されております。 

従業員数(名) 1,092(399)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期における事業環境は、自動車産業を中心とした国内製造業の設備投資の増加や堅調な生産活

動に支えられ、概ね順調な回復傾向の中で推移いたしました。このような事業環境下で当社は、市場か

らの需要に対して、受注から納品にかかわる事業インフラの活用度の向上で対応し、売上に結びつける

営業を展開いたしました。結果として、売上高は619億50百万円（前年同期比10.6％増）となりまし

た。利益面におきましても販売費及び一般管理費が前年同期に比べ３億73百万円増加し、77億63百万円

（前年同期比5.1％増）となったものの、売上高の増加と売上総利益率の改善の結果、営業利益は40億

76百万円（前年同期比33.5％増）となりました。また、経常利益は42億42百万円（前年同期比28.7％

増）、中間純利益は24億17百万円（前年同期比29.4％増）で増収増益となりました。 

   

(商品分類別の概要) 

 ・切削工具 

工作機械受注と連動する形で金属加工産業の稼動率上昇により、これら最終ユーザー層から発生す

る好調な需要から特にファクトリー事業部の売上に寄与し、売上高は33億96百万円（前年同期比

12.6％増）となりました。 

 ・生産加工用品 

ファクトリー事業部、ワーカーズ事業部において測定計測機器類が好調に推移し、売上高は56億78

百万円（前年同期比10.6％増）となりました。 

 ・工事用品 

ファクトリー事業部では溶接用品、塗装・内装用品が、ワーカーズ事業部ではポンプ、土木建築用

品、はしご・脚立などが、ＨＣ事業部では配管・電設資材などが好調で、結果として売上高は63億11

百万円（前年同期比12.8％増）となりました。 

 ・作業用品 

幅広い分野で使用される工具、機器、消耗品を中心に、全事業部ともに空圧工具用品、梱包結束用

品等の受注が好調に推移し、売上高は218億84百万円（前年同期比11.8％増）となりました。 

 ・環境安全用品 

工場、作業現場でこの商品を構成する商品に対する関心度は高く、保護具、安全用品など幅広い商

品にわたる高い需要に支えられ、売上高は69億84百万円（前年同期比20.2％増）となりました。 

 ・物流保管用品 

商品、部品、資材などを保管、移動するための商品群に対する需要は、国内のモノづくり現場での

作業量や生産高に比例します。荷役用品・運搬用品やスチール棚などの幅広い商品需要に支えられ、

売上高は87億79百万円（前年同期比13.8％増）となりました。 

 ・研究管理用品 

作業台、保管用キャビネットなど製造現場や研究関連部署用で使われる商品群で構成されますが、

全事業部にわたる好調な需要により、売上高は25億50百万円（前年同期比11.3％増）となりました。

 

 

 ・オフィス住設用品 



取扱商品のプロツール特化への取組みの中で文具用品、電化製品、OA事務機器類の販売停止政策に

より、これらの商品群の売上高は前年同期比で９億26百万円減少しましたが、オフィスのメンテナン

ス用としての清掃用品、事務用家具の好調な需要により、オフィス住設用品の売上高全体では前年同

期比で５億42百万円の減少にとどまり、57億56百万円（前年同期比8.6％減）となりました。 

 ・その他 

どの商品分類にも属さない「その他」のカテゴリーにおきましては、平成17年９月に発刊しました

消耗品カタログ「サプリィ」の販売により、売上高は６億９百万円(2.8％増)となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕 

 営業活動により得られたキャッシュ・フローは、前年同期比35億60百万円減少の29億78百万円の収入

となりました。この主な要因は、手形全廃活動により売上債権の減少による収入が前年同期44億５百万

円でありましたが、当中間会計期間は17億24百万円と26億81百万円減少していることによるものであり

ます。 

〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕 

 当中間会計期間に投資したキャッシュ・フローは32億18百万円の支出で主なものは、物流センター建

設等の有形固定資産取得による支出20億61百万円と2006年４月稼動予定の次期基幹システム構築等の無

形固定資産の取得による支出７億77百万円であり、投資額は前年同期比で３億６百万円少なくなりまし

たが、前年とほぼ同等の投資となっております。 

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕 

 財務活動によるキャッシュ・フローは配当金の支払額が７億25百万円と前年同期に比べ３億95百万円

増加した結果、７億31百万円の支出となりました。 

  

以上３つの活動結果を受け、当中間会計期間は、現金及び現金同等物中間期末残高は、前年同期比６

億６百万円増の178億58百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間会計期間における仕入実績を商品分類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は仕入価格によっています。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間会計期間より、従来は生産加工用品に含めておりました切削工具を商品分類の１つとして開示してお

り、前年同期比も当中間会計期間と同様の分類で比較しております。 

      

(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を商品分類別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
（注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２ 当中間会計期間より、従来は生産加工用品に含めておりました切削工具を商品分類の１つとして開示して

おり、前年同期比も当中間会計期間と同様の分類で比較しております。 

商品分類 仕入高(百万円) 前年同期比(％)

切削工具 2,874 102.2

生産加工用品 4,880 109.1

工事用品 5,196 113.7

作業用品 18,037 113.3

環境安全用品 5,620 119.7

物流保管用品 6,990 115.0

研究管理用品 1,972 107.3

オフィス住設用品 4,658 89.8

その他 525 102.3

合計 50,755 110.1

商品分類 販売高(百万円) 前年同期比(％)

切削工具 3,396 112.6

生産加工用品 5,678 110.6

工事用品 6,311 112.8

作業用品 21,884 111.8

環境安全用品 6,984 120.2

物流保管用品 8,779 113.8

研究管理用品 2,550 111.3

オフィス住設用品 5,756 91.4

その他 609 102.8

合計 61,950 110.6



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前事業年度末に計画していた設備投資(新設及び除却)計画は、当中間会計期間末現在において次のよ

うに変更しております。 

  

 
(注) 1 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

   2 プラネット北関東はプラネット東関東に事業所名を変更しております。 

   3 基幹システム開発の投資予定額総額を変更しております。 

   4 ＨＣ事業部システム開発、基幹システム開発の完成予定年月をそれぞれ変更しております。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであり

ます。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着工年月 完了予定年月
総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

プラネット東関東    
ＨＣ関東物流センター  
(千葉県松戸市)

土地・建物 3,000 2,240 自己資金 平成17年１月 平成17年12月

ＨＣ事業部システム開発 
(大阪府東大阪市)

ソフトウエア等 300 237 自己資金 平成15年７月 平成18年３月

基幹システム開発    
(大阪府東大阪市)

ソフトウエア等 2,200 783 自己資金 平成16年８月 平成18年３月

事業所名 
(所在地)

設備の内容 投資金額(百万円) 完了年月

プラネット神戸          
ＨＣ神戸物流センター       
(神戸市中央区)

土地・建物 2,105 平成17年６月

タッチパネルＷＥＢシステム開発  
(大阪府東大阪市)   

ソフトウエア等 65 平成17年９月



(3) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着工年月 完了予定年月
総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

プラネット伊勢崎    
(群馬県伊勢崎)

土地・建物等 2,000 ＿ 自己資金 平成18年５月 平成18年９月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 57,190,000

計 57,190,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 33,004,372 33,004,372

東京証券取引所
市場第一部 
大阪証券取引所 
市場第一部

―

計 33,004,372 33,004,372 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年４月１日 
   から 
平成17年９月30日

─ 33,004 ─ 5,022 ─ 4,709



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,800株(議決権68個)含まれて

おります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

大同商事株式会社 大阪市天王寺区上本町６丁目８番26号 3,025 9.17

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８-11 3,020 9.15

有限会社中山興産 兵庫県芦屋市平田町１-13 2,901 8.79

財団法人中山視覚 
障害者福祉財団

兵庫県神戸市東灘区西岡本６丁目８-14 2,000 6.06

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社

東京都港区浜松町２丁目11-３ 1,546 4.69

小 津 浩 之 奈良県奈良市三松ヶ丘10-13 1,210 3.67

関西商事株式会社 奈良県奈良市登美ヶ丘２丁目１番８号 1,179 3.57

小 津  勉 奈良県生駒市白庭台１丁目５-18 1,178 3.57

中 山 哲 也 兵庫県芦屋市平田町１-13 928 2.81

中 山 泰 三 奈良県奈良市登美ヶ丘２丁目１-８ 767 2.33

計 ― 17,758 53.81

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 3,020千株

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,546千株

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

14,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

32,862,200
328,622 ―

単元未満株式
普通株式

127,472
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 33,004,372 ― ―

総株主の議決権 ― 328,622 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっているが実質的に保有していない株式が100株(議決権1個)あります。なお、当該

株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」中に含めております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものを記載しております。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて役員の異動はありません。 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
トラスコ中山株式会社

大阪市西区新町一丁目34
番15号

14,700 ― 14,700 0.04

計 ― 14,700 ― 14,700 0.04

月別
平成17年 
４月

             
 ５月

            
  ６月

           
  ７月

             
 ８月

             
 ９月

最高(円) 1,895 2,085 2,280 2,460 2,445 2,980

最低(円) 1,668 1,820 1,995 2,200 2,090 2,360



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第42期中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年

９月30日まで)及び第43期中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表に

ついて、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度末の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 17,272 17,868 18,840

 ２ 受取手形 2,918 462 1,354

 ３ 売掛金 15,753 17,166 17,998

 ４ たな卸資産 13,034 13,994 13,349

 ５ 繰延税金資産 609 620 625

 ６ その他 276 337 266

 ７ 貸倒引当金 △ 74 △64 △ 71

   流動資産合計 49,790 68.1 50,384 65.1 52,362 68.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※1

  (1) 建物 7,166 9,179 7,854

  (2) 土地 10,845 10,842 10,842

  (3) その他 2,547 2,503 2,281

   有形固定資産 
   合計

20,559 22,524 20,978

 ２ 無形固定資産 373 1,374 639

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 688 1,205 781

  (2) 保険積立金 275 249 249

  (3) 繰延税金資産 268 28 151

  (4) 土地再評価に 
    係る繰延税金 
    資産

679 679 679

  (5) その他 879 1,316 1,348

  (6) 貸倒引当金 △ 438 △327 △433

   投資その他の 
   資産合計

2,353 3,152 2,777

   固定資産合計 23,286 31.9 27,051 34.9 24,395 31.8

   資産合計 73,076 100.0 77,436 100.0 76,758 100.0



  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度末の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 10,408 11,262 11,598 

 ２ 未払金 1,432 730 1,428 

 ３ 未払法人税等 1,492 1,779 1,883 

 ４ 賞与引当金 866 854 743 

 ５ その他 280 336 350 

   流動負債合計 14,481 19.8 14,963 19.3 16,004 20.9 

Ⅱ 固定負債

 １ 役員退職引当金 381 303 381 

 ２ その他 495 655 574 

   固定負債合計 876 1.2 959 1.3 955 1.2 

   負債合計 15,357 21.0 15,922 20.6 16,960 22.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,022 6.9 5,022 6.5 5,022 6.5

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 4,709 4,709 4,709 

 ２ その他資本剰余金 0 0 0 

   資本剰余金合計 4,710 6.4 4,710 6.1 4,710 6.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 1,255 1,255 1,255 

 ２ 任意積立金 44,378 45,878 44,378 

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

3,219 5,395 5,246 

   利益剰余金合計 48,853 66.9 52,529 67.8 50,880 66.3

Ⅳ 土地再評価差額金 △ 1,002 △1.4 △1,002 △1.3 △ 1,002 △1.3

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

150 0.2 279 0.3 205 0.3 

Ⅵ 自己株式 △ 14 △0.0 △ 25 △0.0 △ 18 △0.0

   資本合計 57,718 79.0 61,513 79.4 59,798 77.9

   負債及び 
   資本合計

73,076 100.0 77,436 100.0 76,758 100.0 



  

② 【中間損益計算書】 

 

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 56,021 100.0 61,950 100.0 117,731 100.0

Ⅱ 売上原価 45,577 81.4 50,110 80.9 95,765 81.3

   売上総利益 10,444 18.6 11,840 19.1 21,966 18.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※1,2 7,389 13.1 7,763 12.5 15,040 12.8

   営業利益 3,054 5.5 4,076 6.6 6,925 5.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1 2 2

 ２ 仕入割引 646 715 1,329

 ３ 賃貸収入 79 68 149

 ４ その他 55 783 1.4 55 842 1.3 99 1,581 1.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 0 0 0

 ２ 売上割引 496 613 1,038

 ３ 賃貸収入原価 ※2 22 50 73

 ４ その他 21 540 1.0 12 676 1.1 44 1,156 1.0

   経常利益 3,297 5.9 4,242 6.8 7,350 6.2

Ⅵ 特別利益 18 0.0 8 0.0 22 0.0

Ⅶ 特別損失 ※3 144 0.2 9 0.0 165 0.1

   税引前中間 
   (当期)純利益

3,171 5.7 4,241 6.8 7,207 6.1

   法人税、住民税 
   及び事業税

1,433 1,745 3,048

   法人税等調整額 △131 1,302 2.4 78 1,824 2.9 △66 2,981 2.5

   中間(当期) 
   純利益

1,868 3.3 2,417 3.9 4,226 3.6

   前期繰越利益 1,365 2,977 1,365

   土地再評価 
   差額金取崩額

△ 15 ― △ 15

   中間配当額 ― ― 329

   中間(当期) 
   未処分利益

3,219 5,395 5,246



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税引前中間(当期)純利益 3,171 4,241 7,207

   減価償却費 421 507 977

   減損損失 128 ― 128

   役員退職引当金の減少額 △36 △77 △36

   貸倒引当金の減少額 △18 △6 △20

   受取利息及び受取配当金 △7 △9 △10

   支払利息 0 0 0

    有形固定資産売却益 △0 △0 △1

   有形固定資産除・売却損 16 9 36

   売上債権の減少額 4,405 1,724 3,723

   棚卸資産の増加額 △515 △645 △829

   仕入債務の増減額 
   (△は減少)

△149 △335 1,039

   未払消費税等の増減額 
   (△は減少)

△112 7 △73

   その他 667 △636 494

    小計 7,971 4,778 12,636

   利息及び配当金の受取額 8 9 10

   利息の支払額 △0 △0 △0

   法人税等の支払額 △1,440 △1,809 △2,708

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

6,538 2,978 9,937



前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の預入による支出 ― △100 △510

   定期預金の払戻による収入 10 ― 30

   有形固定資産の取得による 
   支出

△3,406 △2,061 △4,445

   有形固定資産の除却による 
   支出

△0 ― ―

   有形固定資産の売却による 
   収入

0 0 50

   無形固定資産の取得による 
   支出

△107 △777 △162

   投資有価証券の取得による 
   支出

△0 △300 △0

   その他 △21 20 25

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△3,525 △3,218 △5,012

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   自己株式の処分による収入 0 3 0

   自己株式の取得による支出 △2 △9 △6

   配当金の支払額 △329 △725 △659

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△332 △731 △665

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(△は減少)

2,681 △972 4,259

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

14,570 18,830 14,570

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

17,252 17,858 18,830



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

    関連会社株式 

    移動平均法による原価法

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   関連会社株式

同左

１ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

   関連会社株式

同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

     中間決算日の市場価格に基

づく時価法

     (評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

   その他有価証券

    時価のあるもの

同左

   その他有価証券

    時価のあるもの

     決算日の市場価格に基づ

く時価法

     (評価差額金は全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

    時価のないもの

     移動平均法による原価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

 (2) たな卸資産

   商品

   総平均法に基づく原価法

 (2) たな卸資産

   商品

同左

 (2) たな卸資産

   商品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法

   ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物(建物附属設備を除

く)については、定額法。

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 15～50年

構築物 10～20年

機械及び装置 ９～12年

車両及び運搬具 ４～６年

工具器具 
及び備品

３～６年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

   定額法

   ただし、自社使用のソフトウェ

アについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用 

   定額法

 (3) 長期前払費用

同左

 (3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に充てるた

め、当中間会計期間に負担すべき

支給見込額を計上しております。

 (2) 賞与引当金

同左

 (2) 賞与引当金

   従業員の賞与の支給に充てる

ため、当期に負担すべき支給見

込額を計上しております。



 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 (3) 役員退職引当金

   役員の退職金の支給に充てるた

め、役員退職慰労金の旧内規に基

づく平成16年３月31日現在要支給

額を計上しております。

   なお、平成16年３月31日をもっ

て以後の役員退職慰労金制度を廃

止しております。

 (3) 役員退職引当金

同左

   

 (3) 役員退職引当金

同左

  

   

４ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

４ リース取引の処理方法

同左

４ リース取引の処理方法

同左

５ 中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

  手許現金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の到来する

又は、解約する予定である流動性の

高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資であり

ます。

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲

同左

６ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理について

税抜方式を採用しております。

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理について

同左

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

   消費税等の会計処理について

同左



会計方針の変更 

  

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

  当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用して

おります。

  これにより税引前中間純利益が

128百万円減少しております。

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき当該各資産の金額から直

接控除しております。

     ――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

  当期から「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針

第６号）を適用しております。

  これにより税引前当期純利益が

128百万円減少しております。

  なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基

づき当該各資産の金額から直接控

除しております。



追加情報 

  

 
  

  

  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(外形標準課税) 

「地方税法等の一部改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年

３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当中間会計期間から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が41百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が41百万

円減少しております。

     ―――――― (外形標準課税) 

「地方税法等の一部改正する法律」

（平成15年法律第９号）が平成15年

３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに

伴い、当期から「法人事業税におけ

る外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」

（平成16年２月13日 企業会計基準

委員会 実務対応報告第12号)に従

い法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が85百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が同額減

少しております。

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１有形固定資産の減価償却累計額

8,925百万円

※１有形固定資産の減価償却累計額

9,519百万円

※１有形固定資産の減価償却累計額

9,055百万円



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目

   主な内訳は次のとおりであり

ます。

運賃荷造費 869百万円

給料及び賞与(賞与引当金

繰入額を含む)

3,559百万円

福利厚生費 516百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目

   主な内訳は次のとおりであり

ます。

運賃荷造費 965百万円

給料及び賞与(賞与引当金

繰入額を含む)

3,626百万円

福利厚生費 545百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要

項目

   主な内訳は次のとおりであり

ます。

運賃荷造費 1,790百万円

給料及び賞与(賞与引当金

繰入額を含む)

7,108百万円

福利厚生費 1,052百万円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 384百万円

無形固定資産 34百万円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 464百万円

無形固定資産 40百万円

※２ 減価償却実施額

有形固定資産 901百万円

無形固定資産 71百万円

 

※３ 減損損失

   当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しており

ます。

用途 種類 場所
減損損失 
（百万円）

遊休資産

土地 北海道 土地 27

建物 石狩市 建物 100

その他 その他 0

 当社は、管理会計上の事業所をキ

ャッシュ・フローを生み出す最小単

位としております。ただし、処分が

決定された資産、または、将来の使

用が見込まれていない遊休資産など

独立したキャッシュ・フローを生み

出すと認められるものは、個別の資

産グループとして取り扱っておりま

す。また、物流センターについては

管理会計上の事業所の地域別グルー

プ単位の共用資産とし、本社の土地

建物、厚生施設等、事業所との関係

が明確でない資産については全体の

共用資産としております。

 札幌市内にプラネット北海道が平

成16年10月に新たに完成し、これに

より、遊休資産となり帳簿価額を回

収可能価額まで減額しました。当該

減少額は減損損失として128百万円

を特別損失に計上しております。

 当資産グルーピングの回収可能価

額は正味売却価額により測定してお

り取引事例価格を基準に評価してお

ります。

 

      

   ―――――

  

 

 

 

 

※３ 減損損失

   当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しており

ます。

用途 種類 場所
減損損失 
（百万円）

遊休資産

土地 北海道 土地 27

建物 石狩市 建物 100

その他 その他 0

 当社は、管理会計上の事業所をキ

ャッシュ・フローを生み出す最小単

位としております。ただし、処分が

決定された資産、または、将来の使

用が見込まれていない遊休資産など

独立したキャッシュ・フローを生み

出すと認められるものは、個別の資

産グループとして取扱っておりま

す。また、物流センターについては

管理会計上の事業所の地域別グルー

プ単位の共用資産とし、本社の土

地、建物、厚生施設等、事業所との

関係が明確でない資産については全

体の共用資産としております。

 札幌市内にプラネット北海道が平

成16年10月に新たに完成し、これに

より、旧プラネット北海道が遊休資

産となり帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しました。当該減少額は減損

損失として128百万円を特別損失に

計上しております。

 当資産グルーピングの回収可能価

額は正味売却価額により測定してお

り取引事例価格を基準に評価してお

ります。



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 17,272百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△20百万円

現金及び 
現金同等物

17,252百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び預金勘定 17,868百万円

預入期間が３か月
を超える定期預金

△10百万円

現金及び 
現金同等物

17,858百万円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び預金勘定 18,840百万円

預入期間が３か月 
を超える定期預金

△10百万円

現金及び
現金同等物

18,830百万円



(有価証券関係) 

 
(前中間会計期間末(平成16年９月30日)) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

(当中間会計期間末(平成17年９月30日)) 

１ 時価のある有価証券 
  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 
  

 
  

区分
取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

① 株式 287 522 235

② 債券 1 2 0

③ その他 39 56 17

計 328 581 252

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)

関連会社株式 98

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 11

計 109

区分
取得原価
(百万円)

中間貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

① 株式 287 751 464

② 債券 300 271 △28

③ その他 39 72 32

計 627 1,095 468

区分
中間貸借対照表計上額

(百万円)

関連会社株式 98

その他有価証券

非上場株式 11

計 109



 
(前事業年度末(平成17年３月31日)) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 

区分
取得原価
(百万円)

貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

その他有価証券

① 株式 287 611 324

② 債券 1 2 0

③ その他 39 59 20

計 328 673 345

区分
貸借対照表計上額

(百万円)

関連会社株式 98

その他有価証券

非上場株式 11

計 109



(デリバティブ取引関係) 

 
  

 
  

(持分法損益等) 

 
  

 
  

(１株当たり情報) 

 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当社は、デリバティブ取引を全く利

用しておりませんので該当事項はあ

りません。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

利益基準及び利益剰余金基準からみ

て重要性がないため、記載を省略し

ております。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 1,749円34銭 １株当たり純資産額 1,864円63銭 １株当たり純資産額 1,811円16銭

１株当たり中間純利益 56円64銭 １株当たり中間純利益 73円28銭 １株当たり当期純利益 126円77銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

がないため記載しておりません。

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間損益計算書上の中間純利益

1,868百万円

１株当たり中間純利益の算定上の基

礎

 中間損益計算書上の中間純利益

2,417百万円

１株当たり当期純利益の算定上の基

礎

 損益計算書上の当期純利益

4,226百万円

 普通株式に係る中間純利益

1,868百万円

 普通株式に係る中間純利益

2,417百万円

 普通株式に係る当期純利益

4,182百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

―百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

―百万円

 普通株主に帰属しない金額の主要

な内訳

 利益処分による役員賞与金

43百万円

 普通株式の期中平均株式数

32,995千株

 普通株式の期中平均株式数

32,991千株

 普通株式の期中平均株式数

32,994千株



(2) 【その他】 

平成17年11月１日開催の取締役会において、第43期の中間配当を次のとおり行うことを決議いたしま

した。 

 

  

中間配当金総額 610百万円

１株当たりの額 18円50銭



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第42期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月20日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

トラスコ中山株式会社 

 

  

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているトラスコ中山株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第42期事業年度の中間会計期

間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、トラスコ中山株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

平成16年12月16日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鎌  倉  寛  保  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  安  藤  泰  蔵  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

 

トラスコ中山株式会社 

 

  

  

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているトラスコ中山株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第43期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、トラスコ中山株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す

る有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

平成17年12月12日

取締役会 御中

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鎌  倉  寛  保  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  安  藤  泰  蔵  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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